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　照明設備のLED化、車両保有台数の削減及び電動車の導入の取組を講じたことから、前年度からの減につながった
ものと考えられる。

　２０２３年度において講じた上記取組について、更に推進する予定である。

　２０１３年度は、東日本大震災の発災後にあたり、省エネルギーに対する機運が非常に高い時期であったとこ
ろ、具体的には、執務室内の照明の間引き、エアコンの適切な運用（執務室内の適切な室温管理）及び用紙類の使
用量の削減等の取組を講じてきたところである。
　かかる取組に加え、照明設備のLED化、車両保有台数の削減及び電動車の導入等の取組を講じてきたことから、温
室効果ガスの排出量の減につながったものと考えられる。

2030 年度目標値

2013 年度基準値

2023 年度実績値

「独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき
措置について定める計画」に基づく点検の結果等について（令和５年度）

１．実施計画について

　地球温暖化対策計画（令和３年１０月２２日閣議決定）に規定する温室効果ガス削減目標を踏まえ、「政府がその事務及び事業に関し温
室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」が閣議決定され、この中で各府省庁は、２０１３年度を基準とし
て、政府の事務及び事業に伴い直接的及び間接的に排出される温室効果ガスの総排出量を２０３０年度までに５０％削減することを目標と
している。
  これを受け、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構においても、その事務及び事業に伴い、直接的かつ間接的に排出される温室効果
ガスの総排出量について、２０１３年度実績比で２０３０年度までに５０％削減することを目標とすることとし、本計画等に基づき取組を
進めてきたところである。

２．令和５年度の実施計画に係る取組に関する評価
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129.88tCO2

392.70tCO2

215.64tCO2

45.1％減

5.0％減

2022 年度実績値 227.08tCO2

　２０２３年度において、沖縄支部の車両２台を処分するとともに、横田、座間及び横須賀各支部にハイブリッド
車各１台を導入したことから、前年度からの増になったものである。
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2030 年度目標値 50.0％

2022 年度実績値 0.0％

2023 年度実績値 0.0％

　当機構が所有する建物を建て替える場合には、当機構の主務官庁である防衛省と協議の上、太陽光発電設備の設
置を目指すこととしている。
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　当機構が所有する法人車について、その必要性等を検討の上、使用頻度の低い車両は、処分することとし、ま
た、更新する場合には、ハイブリッド車を導入する予定である（２０２４年度において、横須賀支部にハイブリッ
ド車１台を導入予定）。
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2030 年度目標値 100.0％

2022 年度実績値 40.9％

2023 年度実績値 60.0％

19.10％増
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2030 年度目標値 100.0％

2022 年度実績値 32.2％
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　２０２３年度において座間支部の建物についてＬＥＤ照明を導入したことから、前年度からの増になったもので
ある。

目標達成に向けた今後
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　当機構が所有する建物について、一般照明用蛍光灯の製造等の状況を踏まえながら、計画的にＬＥＤ照明への切
替えを進める予定である。
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2030 年度目標値 60.0％

2022 年度実績値 5.6％

2023 年度実績値 17.1％
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　２０２３年度において座間支部に供給される電力の調達における再生可能エネルギー電力の比率が１００％とな
る電力供給契約を締結したことから、前年度からの増になったものである。

目標達成に向けた今後
の取組

　当機構が所有する建物に供給される電力の調達仕様書において、再生可能エネルギー電力の比率が３５％以上と
なるよう条件を附款の上、電力供給契約を締結する予定である。


